
■ 病院勤務医
取組項目

1 医師・看護師等の役割分担 厚労省通知（別紙）に基づき、院内における各職種間の業務分担の適正化を図る

2 外来縮小の取り組み 逆紹介の推進等、現在の診療状況に合わせた外来業務縮小の取り組み実施

3 予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 予定手術前日の当直や夜勤に配慮し計画を立てる

4 計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施 計画上、連続当直を行わない勤務計画を立てる

5 終業時刻と始業時刻の間の一定時間の休息時間（勤務間インターバル）確保 終業時刻と始業時刻の間に一定時間の休息時間（勤務間インターバル）を確保する

6 交替勤務制の導入検討 交替勤務制の導入を検討する（業務体制の確立、不足医師数の確保）

7 複数主治医制の導入検討 複数主治医制の導入を検討する（業務体制の整備）

8 医師に対する医師事務作業補助体制 ①適切な医師事務作業補助者の配置を行う
②医師事務作業補助者の勤務状況及び補助が可能な業務の内容の評価を行う

9 短時間正規雇用の医師の活用 医師の短時間正規雇用に係る各種規程等整備並びに各診療科の実情に応じた、
必要な範囲における短時間正規雇用医師の採用や配置

10 当直明け職専免付与 当直明け医師の、当日午後からの職専免取得推進（対象日が休日の場合、休日明けのなるべく早い日）

11 電子カルテシステムの拡充 ・各部門システムの整備
・生成AI等各種システム導入

12 会議数の減少 医師ごとの会議数の把握、委員任命の均等化等による各種委員会等に係る医師の負担軽減

負担軽減項目



■ 看護職員
取組項目

1 業務量の調整 時間外労働が発生しないような業務量の調整

2 看護職員と他職種との業務分担 他職種との連携を図り、業務分担を行う

3 看護補助者の配置 ・主として事務的作業を行う看護補助者の配置
・看護補助者の夜間配置

4 短時間正規雇用の看護職員の活用 短時間正規雇用の看護職員の活用

5 多様な勤務形態の導入 多様な勤務形態の導入

6 妊娠・子育て中、介護中看護職員に対する配慮

・保育所設置、夜間保育の実施
・休日勤務の制限制度
・半日・時間単位休暇制度
・所定労働時間の短縮
・他部署への配置転換
・夜勤の減免制度

7 夜間における看護業務の負担軽減

・夜勤従事者の増員
・月の夜勤回数の上限設定
・11時間以上の勤務間隔の確保
・夜勤の連続回数が2回まで
・夜勤後の暦日休日の確保

8 ICT、AI、IoT等の活用による負担軽減 既存システム活用促進

9 業務改善・業務に関する意見聴取 既存システム活用促進

10 離職率減少に向けた取り組み 看護管理部による新入職者/中途入職者面談

11 ＷＬＢの推進働く環境の調整

・勤務表作成マニュアル作成・周知
・連続休暇取得
・看護要員：バランス配置

負担軽減項目



■  医療従事者
取組項目

1 外来縮小の取り組み 逆紹介の推進等、現在の診療状況に合わせた外来業務縮小の取り組み実施

2 院内保育所の設置

・保育所設置、夜間保育の実施
・休日勤務の制限制度
・半日・時間単位休暇制度
・所定労働時間の短縮
・他部署への配置転換
・夜勤の減免制度

3 医師に対する医師事務作業補助体制 ①適切な医師事務作業補助者の配置を行う
②医師事務作業補助者の勤務状況及び補助が可能な業務の内容の評価を行う

4 交替勤務制の導入検討 交替勤務制の導入を検討する（業務体制の確立、不足医師数の確保）

5 短時間正規雇用の医師の活用 医師の短時間正規雇用に係る各種規程等整備並びに各診療科の実情に応じた、
必要な範囲における短時間正規雇用医師の採用や配置

6 当直明け職専免付与 当直明け医師の、当日午後からの職専免取得推進（対象日が休日の場合、休日明けのなるべく早い日）

7 複数主治医制の導入検討 複数主治医制の導入を検討する（業務体制の整備）

8 看護補助者の配置 ・主として事務的作業を行う看護補助者の配置
・看護補助者の夜間配置

9 事務職の配置 診療支援部門に事務職を配置（CE課、検査課、放射線課、薬剤課、栄養課）

10 夜勤に対する配慮

・夜勤従事者の増員
・月の夜勤回数の上限設定
・11時間以上の勤務間隔の確保
・夜勤の連続回数が2回まで
・夜勤後の暦日休日の確保

11 多様な勤務形態の導入 多様な勤務形態の導入

負担軽減項目



取組項目負担軽減項目

12 妊娠・子育て中介護中の職員に対する配慮

・保育所設置、夜間保育の実施
・休日勤務の制限制度
・半日・時間単位休暇制度
・所定労働時間の短縮
・他部署への配置転換
・夜勤の減免制度

13 超過勤務の縮小 時間外労働が発生しないような業務量の調整

14 年休取得率の向上 年休取得率の向上

15 ICT、AI、IoT等の活用による負担軽減
・既存システム活用促進
・各部門システムの整備
・生成AI等各種システム導入


